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第５章 計画の推進及び評価 

 

１ 目標値の設定 

 本計画における目標を設定し、その達成状況を評価することで本計画の改定等に生かす

こととします。 

 

目標指標１ 空き家無料相談利用者数 

 

  目標指標２ 市が実施する解体費補助事業による除却件数 

 

目標指標３ （仮称）居住環境再生事業（防府モデル）の実施件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 
現  状 

（令和元年度） 

目  標 

（令和7年度・年間） 

空き家無料相談利用者数 ２８人 ５０人 

目標指標 
現  状 

（令和元年度） 

目  標 

（令和7年度・年間） 

空き家解体費補助事業 

による除却件数 
９件 ２５件 

目標指標 
現  状 

（令和元年度） 

目  標 

（令和7年度・年間） 

（仮称）居住環境再生事業 

実施件数 
０件 早期実施 
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２ 推進体制 

 空き家対策を進めるためには、環境衛生、まちづくり、福祉など多岐にわたる政策課題に

横断的に応える必要があることから、様々な分野の関係者が密接に連携して対処する必要

があります。そのため、本市においては、専門家団体、地域、関係行政機関等による連携を

推進するとともに、防府市空家等対策協議会及び防府市空家等対策庁内連携会議を設置し

て、効果的に空き家対策を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）防府市空家等対策協議会 

 地方自治法に規定する附属機関として、空家法第 7 条に基づき、空家等対策計画の作成及

び変更並びに実施に関する協議を行います。協議会においては、専門的な視点から多角的な

議論を行う必要があることから、幅広い分野からの委員で構成されています。 

 

（２） 防府市空家等対策庁内連携会議 

防府市空家等対策庁内連携会議は、庁内関係部署で構成し、空家等対策計画の策定・変更

や推進に関し協議を行います。 

 

 

 

 

 

 

空き家所有者等 

地域 
（自治会等） 

専門家団体等 
（宅建協会等） 

市 
（協議会・庁内連携会議） 

支援 支援 

支援 
連携 

連携 

連携 
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（３）空き家相談等の庁内連携体制 

市民等からの相談や情報提供は、空き家総合窓口（都市計画課）で一元的に受け付けます。

相談等の内容に応じて、専門家団体等の紹介や庁内の担当課への引継ぎ等を速やかに行い、

問題の解決につなげます。 

 

＜空き家相談等の対応体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談等 情報提供等 

空き家総合窓口 

（都市計画課） 

所有者等 地域住民等 

担当課での対応 

○倒壊等の危険 

〇景観の阻害 

〇草木の繁茂、害虫などの発生 

〇不審者の侵入、滞在 

〇ごみの放置 

〇可燃物の放置 

〇道路等への危険等 

〇その他、利活用等の相談対応 

専門家団体等への相談 

○空き家無料相談（宅地建物取引士） 

○無料法律相談（弁護士、司法書士等） 

○無料福祉総合相談（司法書士・建築士等） 

〇山口地方法務局（登記に関する相談） 

○山口県司法書士会（相続に関する相談） 

○山口県宅建協会防府支部（賃貸・売買・管

理の相談） 

○防府市シルバー人材センター（管理につい

ての無料相談、有料管理サービスの提供） 

〇空き家解体ローン（協定締結金融機関） 

所有者等への対応依頼等 

引継ぎ 窓口紹介等 

対応 対応 
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（４）専門家団体等との連携 

 総合的かつ計画的な空き家対策を推進することを目的として、専門家団体等との協定を

締結しています。今後も新たな協定を締結するなど、専門家団体等との連携強化を図ります。 

 

協定締結団体名 協定の概要 

公益社団法人  

防府市シルバー人材センター 

空き家管理サービスの提供に関すること 

一般社団法人  

山口県宅建協会防府支部 

相談者への適正管理、利活用等の情報提供に関すること 

相談者への専門事業者の情報提供に関すること 

啓発チラシの配布、ポスターの掲示に関すること 

市場流通診断の実施に関すること 

講師、相談員の派遣に関すること 

適正管理サービスの拡充に関する市との協議等に関すること 

山口県司法書士会 市からの相談に関すること 

啓発チラシの配布、ポスターの掲示に関すること 

講師、相談員の派遣に関すること 

 

 

３ 財政上の措置 

市は、国・県による支援策も活用しながら、本計画に基づく空家等対策を実施し、推進す

るために必要な財政上の措置を講ずるものとします。 

 

 

４ 計画の進行管理 

本計画を効果的に推進するため、施策の実施状況や空き家の状況を定期的に把握し、評

価・検証を行い、継続的に改善を図っていきます。 

また、計画の最終年度には、成果を検証し計画の見直しを行います。 

  


